
【議題】令和６年度国民健康保険事業の運営について

【審議事項】

１ 国民健康保険料の賦課割合の改定について

２ 国民健康保険料の賦課限度額の改定について

【協議事項】

第３期データヘルス計画および第４期特定健康診査等実施計画について

          資料１ 「函館市国民健康保険第３期データヘルス計画（素案）・

第４期特定健康診査等実施計画（素案）」の主な修正箇所

資料２ 函館市国民健康保険 第３期データヘルス計画（素案）・

第４期特定健康診査等実施計画（素案）

令和５年度 第２回
函館市国民健康保険運営協議会

会 議 資 料

函館市市民部国保年金課
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２ 賦課割合について （審議事項）

１ 令和６年度の事業費納付金

北海道全体で必要となる保険給付費の総額から公費や他の保険者からの交付金など
を控除した額が，北海道全体の保険料等で集めるべき事業費納付金の総額となるが，
令和６年度の事業費納付金の総額は，国から示された確定係数をもとに北海道が算定
したところ，前年度と比べて減少した。

このため，北海道から本市に示された令和６年度の事業費納付金は，前年度と比べ
２．１８％の減となったが，被保険者数の減少もあり，一人当たりの納付金について
は，４．１４％程度増加する見込みである。

令和６年度国民健康保険事業の運営について

本市の賦課限度額については，平成２６年度から国と同額としているところである
が，令和６年度税制改正大綱において，国は国民健康保険料の賦課限度額の後期高齢
者支援金等賦課分を２万円引上げることを盛り込んでおり，今後，国民健康保険法施
行令を改正する見込みである。

３ 賦課限度額について (審議事項）

令和６年度国民健康保険事業の予算編成にあたっては，保険料の賦課割合の改定お
よび賦課限度額の引上げ等を予定しており，次の１から４の内容を踏まえて行うこと
とする。

被保険者が負担する保険料は，賦課割合や収納率，医療費水準や保健事業に要する
費用などの違いにより，居住する市町村によって異なる状況にあることから，北海道
では，被保険者間の負担の公平化を進めるため，令和１２年度を目途に，道内のどこ
に住んでいても同じ保険料負担になる「保険料率の統一」を目指している。
これに向けて，本市においても，北海道が示す標準保険料率に近づけていく必要が

あり，賦課割合を所得割から均等割・平等割に段階的に移行させることとしている。

低所得者に対する国民健康保険料の法定軽減（所得に応じて，均等割と平等割の７
割・５割・２割を軽減）のうち，５割および２割の軽減対象者について，国は令和６
年度税制改正大綱において，軽減判定所得基準の見直しを盛り込んでいるところであ
る。

国民健康保険法施行令が改正された場合，本市においても，令和６年度分保険料か
ら，改正後の基準を適用することとなる。

区

分

改定前（令和５年度） 改定後（令和６年度）

世帯合計所得 世帯合計所得

７割
軽減

43万円以下 43万円以下

５割
軽減

43万円＋
（29万円×国保加入者数）以下

43万円＋
（29.5万円×国保加入者数）以下

２割
軽減

43万円＋
（53.5万円×国保加入者数）以下

43万円＋
（54.5万円×国保加入者数）以下

４ その他（法定軽減基準の見直し）
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賦課割合について，所得割を１００分の４６に，均等割を１００分の３４にそ
れぞれ改定する。

（１）賦課割合の改定

令和６年度の賦課割合については，次のとおり改定する。

１ 国民健康保険料の賦課割合の改定について

※ 標準保険料率は令和６年度納付金（仮係数）ベースによるものであり，今後， 変更
   される可能性がある。

（単位：％）

（２）改定後の賦課割合の適用

令和６年度保険料の賦課から適用

審議内容

区 分
令和４年度
賦課割合

令和５年度
賦課割合

令和６年度
賦課割合（案）

標準保険料率の
賦課割合※

所得割 ４８ ４７ ４６ ４１

均等割 ３２ ３３ ３４ ３５

平等割 ２０ ２０ ２０ ２４

審議事項
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賦課限度額について，国の政令改正後の額に改定する。

２ 国民健康保険料の賦課限度額の改定について

審議内容

（１）賦課限度額の改定

令和６年度の賦課限度額については，次のとおり改定する。

年 度

賦課限度額※1

(基礎分・後期分・介護分の合計)
賦課限度額に該当する世帯の割合

（推計値※3）

国(政令) 本 市 見直し前 見直し後

令和４年度
（改定）

１０２万円 １０２万円 １．６８％ １．５８％

令和５年度
（改定）

１０４万円 １０４万円 １．５６％ １．５１％

令和６年度
（改定案）

１０６万円※2 １０６万円※2 １．４２％ １．３５％

※1 令和６年度の賦課限度額は現時点の案（本市は国の案と同額を記載）
※2 後期高齢者支援金等賦課分を２万円引上げ（本市も政令と同額に改定）
※3 各年度における国の賦課限度額検討時のもの
※4 令和６年度の後期高齢者支援金等賦課分の超過世帯の割合が２％を越え，前年度と比較し
て大幅に増加しており，基礎賦課分，介護納付金賦課分とのばらつきが拡大しているため，
前年度と同じ割合の世帯が賦課限度額到達世帯に該当するよう後期高齢者支援金等賦課分限
度額を引上げる。

（２）改定後の賦課限度額の適用

令和６年度保険料の賦課から適用

審議事項

（参考）賦課限度額該当世帯の割合※４

令和５年度
（実績）

令和６年度（推計値）

見直し前 見直し後

基礎賦課分 １．４１％ １．４４％ １．４４％

後期高齢者支援金等
賦課分

１．９７％ ２．２５％ ２．１３％

介護納付金賦課分 ０．９２％ ０．９６％ ０．９６％

合 計 １．３３％ １．４２％ １．３５％



令和５年度末で計画期間が終了する第２期データヘルス計画および第３期特定
健康診査等実施計画について，次期計画を策定することから，その素案の修正案
について協議する。

協議内容

協議事項

第３期データヘルス計画および第４期特定健康診査等実施計画について

（１）第３期データヘルス計画（素案）および第４期特定健康診査等実施計画（素
案）の修正内容

令和５年１１月１６日に開催した第１回函館市国民健康保険運営協議会での
協議内容を踏まえ，本市で内容を検討し，修正点を素案に反映したほか，併せ
て最新データへの置き換えや文言の整理等を行った。

（２）策定スケジュール

令和５年１１月１６日 函館市国民健康保険運営協議会計画素案協議
令和６年 １月１８日 函館市国民健康保険運営協議会計画素案修正案協議

２月上旬（予定） パブリックコメント（意見公募）の実施
３月下旬（予定） 計画策定・公表
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